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１ 本質問回答は、平成２６年１月２０日(月)から１月２２日(水)までに受け付けた京都大学

(南部)医薬系総合研究棟施設整備事業の要求水準書(案)に関する質問を項目順に整理すると

ともに、回答を付したものです。 

２ 質問の内容は、質問者の記載のとおりとしています。ただし、記載位置については、大学で

整理していますので注意してください。 

３ 書類欄の①は「要求水準書(案)」を、②は「その他」を示します。 

４ なお、本回答は、現時点での大学の考え方を示すものであり、今後変更する可能性がありま

すので注意してください。最終的には、入札説明書等に基づいてください。 



 (１)

京都大学(南部)医薬系総合研究棟施設整備事業 要求水準書(案)に関する質問回答 

 

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

1 ① 

実施設計図

書 、 別 表

１、資料１

～１０ 

- - - - - - -

後日公表と理解しますが、

具体的な公表時期について

ご教示ください。 

入札説明書等の公表と同時

に公表する予定です。 

2 ① 
付属資料に

ついて 
- - - - - - -

実施設計図書の数量書を公

表していただけないでしょ

うか。 

入札説明書等の公表と同時

に公表する予定です。 

3 ① 
実施設計図

書等 
     

要求水準書（案）の時点に

おいては、実施設計図書、

別表１等の公表を行わない

とありますが、いつ公表さ

れるのでしょうか。早期の

公表をお願いします。 

入札説明書等の公表と同時

に公表する予定です。 

4 ① 
周辺家屋影

響調査 
2 1 2 1 5 

調査対象となる周辺家屋は

大学施設に限られると考え

てよろしいでしょうか。 

大学が所有する施設（大学

施設）か否かに関わらず、

本事業による施設整備業務

が影響を及ぼすと想定され

る範囲の施設等を調査対象

として実施してください。

なお、調査を実施しない範

囲の施設等において、何ら

かの影響が生じた場合のリ

スク（影響の有無（因果関

係）の証明等）は、選定事

業者が負うものとします。

また、事業契約書（案）も

参照してください。 

5 ① 

機能を維持

するために

行う修繕・

更新 

2 1 2 2  
※

2

「その規模に係わらず、す

べて選定事業者が行う業務

範囲とする。」との記載が

ありますが、原設計におけ

る瑕疵等の不具合（起因す

る施設利用者の不測の事故

等への補償・対応も含む）

は業務範囲外との理解でよ

ろしいでしょうか。 

修繕・更新を必要とする原

因が、原設計における瑕疵

（経年劣化を含まないこと

に留意してください。）に

よることが明らかと大学が

認める場合には、大学と選

定事業者で協議するものと

します。なお、選定事業者

は、当該事象を予見もしく

は発見した場合には、速や

かに大学に報告するものと

します。詳細については、

事業契約書（案）を参照し

てください。 

6 ① 付帯事業 2 1 2 3 2 

「大学からの本施設の一時

貸付を受ける付帯事業」に

は施設整備業務・維持管理

「大学からの本施設の一時

貸付を受ける付帯事業」と

して、大学が選定事業者に



 (２)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

業務が記載されていません

が、例えば本施設の一時貸

付を受けて厨房を使った付

帯事業を行う場合、当該厨

房の整備費・維持管理費は

ＰＦＩ事業費で賄うとの理

解でよろしいでしょうか。 

貸し付けるのは、本施設の

うち「交流スペース（アウ

トリーチエリア）」、「リ

フレッシュスペース（各

階）」、「その他の共用部

分」の一部で、かつ、大学

の示す施設整備業務の標準

仕様（大学に採用されかつ

最終的に提案がなされたＶ

Ｅ提案による変更設計を含

む。）のままです。なお、

標準仕様には、厨房等はあ

りません。厨房等が必要な

場合には、「大学から本施

設の長期貸付を受ける付帯

事業」での対応となりま

す。 

7 ① 
適用基準類

等の最新版 
3 1 3 2  

“本事業の実施にあたって

は、下記基準類等の最新版

（入札時点）を適用する。

”とありますが、適用基準

類等には維持管理業務に係

る図書も含まれます。 

入札時点では当該時期の最

新版を適用するのは当然で

すが、事業期間中に適用基

準類等の改定や廃止・新設

が行われた場合であって

も、入札時点での最新版を

適用すれば要求水準を満た

すと理解してよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、契約締結後に入札時点

の最新版で業務を実施する

ことが不適当になると大学

が認めた場合には、大学と

選定事業者で協議するもの

とします。詳細について

は、事業契約書（案）を参

照してください。 

8 ① 
電気主任技

術者 
4 1 3 2 22 

京都大学自家用電気工作物

保安規程の別表に「日常巡

視・点検」、「定期巡視・

点検」、「精密点検」、

「測定」と管理項目が記載

されておりますが、事業者

が行う業務範囲はどこまで

でしょうか。 

すべてを選定事業者の業務

の範囲とします。ただし、

電圧や電力等一部の内容に

ついては、中央監視装置に

よる機械監視の結果をもっ

て巡視点検の結果とする

（置き換える）ことが可能

です。 

9 ① 

実施設計図

書の変更設

計 

5 2 1 1 1 ②

ＶＥ提案による設計変更を

行う場合、設計期間や費用

に関する協議を実施設計を

担当した設計者と入札前に

実施することは可能でしょ

うか。未協議のままでは入

札時の根拠が不明確になる

ことが懸念されます。 

ご質問の事項については、

入札説明書等で提示しま

す。 



 (３)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

10 ① 変更通知 5 2 1 1 1 ②

選定事業者が「計画通知の

変更」を行う場合、設計者

の変更は可能であるとの理

解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、詳

細については、特定行政

庁、大学、選定事業者で協

議するものとします。 

11 ① 業務全般 5 2 1 1 1 ④

「病院西構内工事連絡会」

における制約条件、ルール

等をお示し願います。特に

工事車両台数の制限や費用

負担等がある場合は、工事

計画や入札金額に反映する

必要があります。 

当該工事連絡会は、月１回

開催され、コンクリート打

設の日程、搬入車両台数の

調整、共通で使用する搬入

経路の補修負担等の協議を

行っていただき、これに基

づいて工事を進めていただ

くことになります。 

12 ① 業務全般 5 2 1 1 1 ⑧

大学入試センター試験、一

般入試（後期日程）の実施

日以外は学内行事に支障の

ない範囲で、工事を行うこ

とができるものとして宜し

いでしょうか。 

原則として、ご理解のとお

りでが、大学入試センター

試験、一般入試（後期日

程）の実施日以外にも、想

定していない事情（例え

ば、要人来訪や記念式典

等）により、工事に制約が

生じる場合があり、詳細に

ついては、大学と協議して

対応を決めるものとしま

す。 

13 ① 住民対応 5 2 1 1 2 ①

他の大学発注工事で、これ

までに実施された周辺影響

調査の項目を参考にお示し

願います。 

周辺（家屋）影響調査の項

目については、選定事業者

の判断によるものとしま

す。番号４への回答を参照

してください。 

14 ① 
既存環境の

保護 
6 2 1 1 5 ③

本施設周辺で地下水使用等

ありましたら、位置・水位

・使用用途等お示し願いま

す。 

大学は、自家給水設備によ

り地下水を利用しています

が、本事業の建設予定地か

ら半径５０ｍ以内に井水

（汲み上げ）設備はありま

せん。 

15 ① 施工管理 7 2 1 1 6 ⑥

本施設は引き渡し日まで建

設企業の管理下にありま

す。別途に大学が発注する

移転業務については施工及

び完了検査工程に配慮いた

だけるものとしてよろしい

でしょうか。 

まず、選定事業者は、大学

との打合せや協議に対応

し、当該移転業務が深夜作

業や休日作業にならないよ

う、かつ、当該移転業務に

係る費用が合理的（妥当）

な範囲内となるよう協力し

なければなりません。その

うえで、大学は、施工及び

完成検査の工程に配慮する

ものとします。 

16 ① 施工管理 7 2 1 1 6 ⑥
本施設の引渡し前に重量物

等を搬入されるとのことで

ご理解のとおり、搬入した

重量物等の工事期間中の管



 (４)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

すが、搬入した重量物等の

工事期間中の管理責任は所

有者（大学）にあるとの理

解で宜しいでしょうか。 

あるいは所有者ではなく建

物所有者（事業者）に管理

責任がある場合は搬入物の

調達価格等を開示ください

ますようお願いいたしま

す。 

理責任は所有者（大学）に

あります。ただし、選定事

業者は、大学との打合せや

協議に対応し、当該業務の

円滑な実施に協力（工程調

整を含む。）しなければな

らないことに留意してくだ

さい。 

17 ① 施工管理 7 2 1 1 6 ⑥

本施設の引渡予定日（平成

２８年６月３０日）までに

移転業務を行うことになっ

ておりますが、移転作業に

起因する工期遅延等の責任

は大学負担との理解でよろ

しいでしょうか。 

また、移転作業の際に施設

損傷を防止するための一般

的な処置（養生等）は大学

にて実施されるとの理解で

よろしいでしょうか。 

まず、選定事業者は、大学

との打合せや協議に対応

し、当該移転業務の円滑な

実施に協力（工程調整を含

む。）しなければなりませ

ん。また、当該移転業務に

起因する工期遅延等とは、

必要とする移転業務そのも

のを否定するものではな

く、移転業務における大学

の責に帰する不備等（事

故、予定日の遅延等）によ

るものを指すものとしま

す。 

18 ① 
引渡し前の

移転業務 
7 2 1 1 6 ⑥

「本事業とは別途に大学が

発注する移転業務（すべて

の移転業務のうち、重量

物、大容積物、設備との接

続及び調整が必要なものを

中心とする。）は、原則と

して、本施設の引渡し予定

日（平成２８年６月３０

日）までの６月１日から６

月３０日にかけて行う」と

の記載がありますが、引渡

し前の移転業務による建物

等の損傷による修復は、す

べて貴大学の負担という理

解でよろしいでしょうか。 

まず、選定事業者は、大学

との打合せや協議に対応

し、当該移転業務の円滑な

実施に協力（工程調整を含

む。）しなければなりませ

ん。そのうえで、本施設の

引渡し前の移転業務により

建物等に損傷が生じた場合

には、当該損傷の修復にか

かる費用等は、大学の負担

とします。 

19 ① 
引渡し前の

移転業務 
7 2 1 1 6 ⑥

ＳＰＣが施設を引き渡す前

に貴大学側が使用すること

になると、不動産取得税

（府税）が発生することに

なりませんでしょうか。 

大学としては、当該移転業

務は、重量物、大容積物、

設備との接続及び調整が必

要なものを中心とするもの

であり、本施設の使用には

あたらないものと認識して

います。 

20 ① 移転業務 7 2 1 1 6 ⑥ 大学が別途発注される移転 まず、選定事業者は、大学



 (５)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

業務に伴い、施設内に傷が

ついた場合のリスクは事業

者の範囲外と考えてよろし

いでしょうか。 

との打合せや協議に対応

し、当該移転業務の円滑な

実施に協力（工程調整を含

む。）しなければなりませ

ん。そのうえで、本施設の

引渡し前の大学の移転業務

により建物等に損傷が生じ

た場合のリスクについて

は、選定事業者の負うべき

リスクの範囲外とします。 

21 ① 

建設業務に

伴う光熱水

費 

7 2 1 1 9 

工事で使用する電気・水道

の引き込み方法をご教示く

ださい。電気は工事用に個

別引き込み、水道は大学引

き込みからの分岐（メータ

ー付き）との理解で宜しい

でしょうか。 

ご理解のとおりです。詳細

については、実施設計図書

（現場説明書）を参照して

ください。 

22 ① 

選定事業者

による完成

検査報告 

8 2 1 2 1 ③

「是正を求められた場合」

は、「要求水準に満たない

場合に限る」という理解で

よろしいでしょうか。 

入札説明書等を満たさない

場合には、是正を求めるも

のとします。詳細について

は、事業契約書（案）を参

照してください。 

23 ① 

業務実施に

あたっての

考え方 

9 3 2 2 11 

「学生等による故意の破

損、落書き等については、

大学側とその責任と負担を

協議の上、・・・」とあり

ますが、責任及び負担につ

いては「実施方針書（平成

２５年１１月５日公表）」

２８頁の添付資料２「リス

ク分担表（案）」における

「維持管理段階の施設損傷

リスク（Ｎｏ．５３～Ｎ

ｏ．５５）」に基づき決定

されるとの理解でよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおり、「リスク

分担表（案）」の「維持管

理段階の施設損傷リスク

（№５３～№５５）」に基

づくものとしますが、詳細

については、事業契約書

（案）を参照してくださ

い。 

24 ① 

業務実施に

あたっての

考え方 

9 3 2 2 11 

“学生等による故意の・・

・大学側と協議の上、修繕

等を実施する。”とありま

すが、第三者による施設の

破損等の修繕等について

は、当然に当該第三者が費

用等を含め負担するものと

思料します。また、当該第

三者が特定できない場合

は、施設の所有者が負担す

るべきであり、選定事業者

番号２３への回答を参照し

てください。 



 (６)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

の業務上の不備（警備業務

の怠慢等）により特定でき

ない場合は、当該過失部分

を負担するものと思料しま

す。 

破損等の修繕等の実施を本

事業の業務範囲とされるこ

とに異議はありませんが、

第三者が特定できる場合の

修繕業務等の費用は第三者

が負担、選定事業者の業務

上の不備がない場合は貴大

学の負担と考えてよろしい

でしょうか。 

25 ① 

学生等によ

る故意の破

損、落書き

等 

9 3 2 2 11 

「学生等による故意の破

損、落書き等」は学生さん

等に帰責することが明確な

事象であり、貴大学と選定

事業者のどちらにも責任の

ない状況です。この責任と

負担について話し合う、と

いうのはどのような内容を

想定していらっしゃるので

しょうか。過失も含め想定

しておられるのでしょう

か。 

番号２３への回答を参照し

てください。 

26 ① 
非常時、緊

急時の対応 
9 3 2 4 2 

「・・・防災計画に基づ

き、直ちに必要な措置をと

ると共に、・・・」とりあ

ります。維持管理業務の実

施時間は「原則として、平

日８：００～１９：００ま

でとし、土曜・日曜・祝日

及び１２月２９日～１月３

日を除く」（同項（７）－

２））であり、業務実施時

間外の上記対応は、警備業

務を担当する機械警備会社

が対応することが要求水準

との理解でよろしいでしょ

うか。 

維持管理業務時間外の非常

時・緊急時及び災害時の一

次対応（①関係機関（必要

な場合）及び大学（施設管

理担当等）への通報、②現

場への急行・確認、③取り

得る適切な応急の処置、④

その他大学への協力等と

し、①により問題が解決し

た場合は②以降の対応は不

要とし、それ以外の場合は

②を必須とし、③、④につ

いては施設使用者の危険、

実験等への影響及び施設の

損傷等に関わるような場合

（地震や風水害による災害

が 発 生 し た 場 合 を 含

む。）、又は、関わる可能

性がある場合（地震や風水

害による災害が発生するお

それがある場合を含む。）

において実施するものとし



 (７)
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ます。）は、機械警備会社

が対応するものでもよいも

のとしますが、これに（機

械警備会社が対応するの

に）限るものではありませ

ん。なお、ここでの非常時

・緊急時の定義（例えば、

火災報知器の発報時等）に

ついては、入札説明書等で

提示します。 

27 ① 
災害時の対

応 
10 3 2 5  

災害時の食料、飲料水等の

備蓄は事業者分も含め大学

側の対応と考えてよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおりですが、選

定事業者のＢＣＰ（事業継

続計画）については、提案

を期待しています。 

28 ① 
災害時の対

応 
10 3 2 5  

「・・・、直ちに初期対応

を講じ、・・・」とありま

す。維持管理業務の実施時

間は「原則として、平日８

：００～１９：００までと

し、土曜・日曜・祝日及び

１２月２９日～１月３日を

除 く 」 （ 同 項 （ ７ ） －

２））であり、業務実施時

間外の上記対応は、警備業

務を担当する機械警備会社

が対応することが要求水準

との理解でよろしいでしょ

うか。 

番号２６への回答を参照し

てください。 

29 ① 
法令等の遵

守 
10 3 2 6  

“必要な関係法令、技術基

準等を充足した維持管理業

務計画書を作成し、それに

基づき業務を実施する。”

とあり、ここでいう技術基

準等には「文教施設保全業

務標準仕様書」も含まれる

ものと思料します。 

しかし、７行目に“「文教

施設保全業務標準仕様書」

を参考にして業務を行うも

のとする。”とあることか

ら、「文教施設保全業務標

準仕様書」については充足

する必要はなく、参考資料

として取り扱えばよいと理

解してよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおり、当該仕様

書と同等程度の品質を確保

することを前提に、「文教

施設保全業務標準仕様書」

を参考にして業務を行うも

のとします。 

30 ① 維持管理期 10 3 2 7 2 業務時間として平日８：０ 講義室や会議室は、授業や



 (８)
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間の設定 ０～１９：００となってい

ますが、これは建築設備保

守管理業務の運転・監視・

巡視業務の業務時間であっ

て、清掃など他の業務につ

いては業務の内容に応じて

選定事業者が業務時間を設

定できるとの理解でよろし

いでしょうか。 

会議により業務時間内に清

掃業務を実施できない場合

がありますので、大学との

協議が必要となります。 

31 ① 
維持管理期

間の設定 
10 3 2 7 2 

業務時間及び休務日の記載

がありますが、これは常駐

者の配置のみならずその他

の業務（清掃、機械警備、

緊急対応等）も実施する必

要はないのでしょうか。維

持管理業務の総論に記載が

あるため、本規定の対象業

務を明示願います。 

当該業務時間及び休務日

は、建物保守管理業務、建

築設備保守管理業務、外構

施設保守管理業務、清掃業

務、警備業務のうち、当該

業務時間及び休務日では実

施できない業務（騒音・振

動等を伴う修繕、停給水作

業、停給電作業、害虫駆

除、ワックス塗布、カーペ

ットクリーニング等を含

む。）、並びに、非常時・

緊急時及び災害時の対応等

以外の通常業務にのみ適用

するものであり、当該業務

時間及び休務日では実施で

きない業務、並びに、非常

時・緊急時及び災害時の対

応等には、適用しないもの

とします。なお、非常時・

緊急時及び災害時の一次対

応は、機械警備会社が対応

するものでもよいものとし

ます。 

32 ① 
維持管理期

間の設定 
10 3 2 7 2 

「原則として、平日８：０

０ ～ １ ９ ： ０ ０ ま で と

し、」とありますが、定期

点検や定期清掃等の作業を

それ以外の時間帯に実施す

ることは可能であると理解

して宜しいでしょうか。 

番号３０、３１への回答を

参照してください。 

33 ① 
維持管理期

間の設定 
10 3 2 7 2 

「原則として、平日８：０

０ ～ １ ９ ： ０ ０ ま で と

し、」とありますが、受変

電設備定期精密点検（停電

作業）については、土日祝

日の日中に実施することは

可能でしょうか。 

番号３０、３１への回答を

参照してください。 
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34 ① 
その他の留

意事項 
10 3 2 8 2 

資機材や消耗品の負担者に

つき記載がありますが、こ

れらを保管する倉庫や、清

掃員の着替えスペース、休

憩室等のバックスペースは

設置されるのでしょうか。 

大学が使用する部屋として

「共通管理室」の設置を予

定していますが、事業契約

の締結後、大学と選定事業

者で協議の上、共通管理室

の一部を選定事業者に提供

することも可能です。な

お、選定事業者が使用する

机・椅子・ロッカー、間仕

切り（パーティション）等

の施設備品については、本

事業のサービス購入費に含

めず、選定事業者の直接の

負担とします。 

35 ① 

維持管理業

務実施上の

消耗品 

10 3 2 8 2 

消耗品の負担の区分につい

て、本項の記載から、施設

使用上利用者が消費する消

耗品については貴大学から

支給され、業務上必要な消

耗品（清掃業務に必要な洗

剤やワックス等、保守管理

業務上必要なオイルやフィ

ルター等々）については選

定事業者の負担となると理

解してよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

36 ① 

照明器具等

の管球類の

支給 

10 3 2 8 2 

“なお、消耗品（照明器具

等の管球類・・・）につい

ては適宜、大学から支給す

る。”とありますが、選定

事業者提案により照明器具

がＬＥＤにて設置された場

合においても、当該管球類

を貴大学から支給頂けると

の認識でよろしいでしょう

か。 

本施設においては、ＬＥＤ

照明を標準仕様として採用

する予定です。 

37 ① 
その他留意

事項 
10 3 2 8 2 

照明器具等の管球類は大学

からの支給とありますが、

建築・設備関連の消耗品で

管球類以外に大学からの支

給を想定されているものは

ありますでしょうか。 

管球類以外の支給は、想定

していません。番号３５へ

の回答を参照してくださ

い。 

38 ① 
その他留意

事項 
10 3 2 8 2 

維持管理上必要な備品（管

理室備品（机・椅子・ロッ

カー）、施設備品（傘立

て、ゴミ箱、サインスタン

ド、汚物入れ、雨用マット

まず、維持管理業務の実施

において必要となる施設備

品（「共通管理室」の一部

において選定事業者が使用

する机・椅子・ロッカー、
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等）、防災備品、非常用食

料（事業者用）等）につい

て、設置者（費用負担）、

所有区分等をご教示くださ

い。 

間仕切り（パーティショ

ン）等とともに、清掃用器

具や洗剤等の資機材を含

む。）は、選定事業者が設

置（選定事業者負担）する

ものとします。その他の施

設備品については、要求水

準書に特記のない限り、本

事業とは別に大学が設置

（大学負担）します。ただ

し、選定事業者の独自の提

案により必要とする施設備

品の設置（選定事業者負

担）を妨げるものではあり

ません。番号２７、３６へ

の回答を参照してくださ

い。 

39 ① 
消耗品につ

いて 
10 3 2 8 2 

「消耗品（照明器具等の管

球類、衛生消耗品（トイレ

ットペーパー、手洗い石

鹸、ゴミ袋、汚物入れ等）

については適宜、大学から

支給する。）とあります

が、他に大学が想定されて

いる品目があれば開示して

下さい。 

当該消耗品以外の支給は、

想定していません。番号３

５、３６への回答を参照し

てください。 

40 ① 
ゴミ箱につ

いて 
10 3 2 8 2 

ゴミ袋については大学から

支給されるとありますが、

ゴミ箱設置にかかる負担区

分はどちらになりますか。 

番号３８への回答を参照し

てください。 

41 ① 
その他の留

意事項 
10 3 2 8 3 

経年劣化に伴う更新等は本

事業に関する業務の範囲に

含むとありますが、前段で

記載されている「大学の事

情による内装変更工事、模

様替え」が本事業の業務範

囲外として、大学の手によ

って行われた部分について

は業務範囲に含まれないと

理解してよろしいでしょう

か。 

大学の事情による内装変更

工事、模様替えについて

は、本事業に関する業務の

範囲外としますが、当該工

事等に関連してくる維持管

理業務の取扱いについて

は、当該事情（状況）に基

づき、大学と選定事業者で

協議して決定するものとし

ます。したがって、その結

果として、選定事業者の維

持管理業務に含めて増額す

る場合、同じく含めて増減

なしとする場合、選定事業

者の維持管理業務から除外

して減額する場合、同じく

除外して増減なしとする場

合等があり得ます。詳細に
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つ い て は 、 事 業 契 約 書

（案）を参照してくださ

い。 

42 ① 

内装変更工

事等に伴う

維持管理業

務内容の変

更 

10 3 2 8 3 

“大学の事情による内装変

更工事、模様替えについて

は、本事業に関する業務の

範囲外とする。”とありま

すが、当該工事や模様替え

により、本事業の維持管理

業務の方法や範囲が変わる

場合は、当該業務の内容の

変更（要求水準変更を含

む）がなされ、必要に応じ

て業務費の変更も認められ

ると理解してよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。番号

４１への回答を参照してく

ださい。 

43 ① 
その他留意

事項 
10 3 2 8 3 

「ただし、経年劣化に伴う

更新等は本事業に関する業

務の範囲に含む。」とあり

ますが、大学の事情による

内装変更部分・模様替え部

分の経年劣化対応は、事業

者の業務範囲外との理解で

よろしいでしょうか。 

番号４１への回答を参照し

てください。 

44 ① 
維持管理業

務報告書 
11 3 2 8 8 

「実施設計図書に変更が生

じた場合は、変更箇所を反

映させるものとする」とあ

りますが、設計図書の変更

による維持管理業務の変更

箇所を業務報告書に記載す

るという理解でよろしいで

しょうか。 

ここでの「実施設計図書に

変更が生じた場合は、変更

箇所を反映させるものとす

る」とは、維持管理業務に

おける補修・修繕及び更新

に伴って、実施設計図書の

記載内容と現場の事情（状

況）との間に差異（例え

ば、５００Ａの容量を持つ

機器の更新において、同等

品（代替品）である５１０

Ａの容量を持つ機器を採用

等）が生じた場合に実施設

計図書を修正することで

す。 

45 ① 
業務実施体

制 
11 3 2 8 9 

総括責任者・業務責任者・

業務担当者について、一名

が複数の役割を兼任するこ

とは可能でしょうか。 

ご理解のとおり、総括責任

者、業務責任者及び業務担

当者は、それぞれ兼務する

ことも可能とします。 

46 ① 
業務実施体

制 
11 3 2 8 9 

総括責任者・業務責任者・

業務担当者を常駐させる

か、非常駐とするかは民間

事業者の提案によるものと

ご理解のとおりです。大学

が示す要求水準を満たすの

であれば、総括責任者、業

務責任者及び業務担当者の



 (１２)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

の理解でよろしいでしょう

か。 

常駐、半常駐、非常駐等に

ついては、選定事業者の提

案によるものとします。 

47 ① 
業務実施体

制 
11 3 2 8 9 ①

総括責任者及び業務責任者

は現地に常駐する必要はな

いとの理解でよろしいでし

ょうか。 

番号４６への回答を参照し

てください。 

48 ① 
業務実施体

制 
11 3 2 8 9 ②

必要な技能や資格について

ですが、放射線関連施設並

びに動物実験施設関連で、

本業務を実施するにあたり

必要となる資格や、貴学よ

り業務開始前に事前研修を

受けておくべき内容がござ

いますでしょうか。 

現段階では、動物実験関連

施設の維持管理業務にあた

って、特殊な技能や資格を

必要とする内容は含めない

ものとする予定です。ま

た、本施設には、ＣＴ・Ｍ

ＲＩ以外の特殊な放射線関

連施設を設置しません。な

お、詳細については、【別

表１ 部屋別仕様一覧】に

おいて提示しますので、留

意してください。 

49 ① 
業務実施体

制 
11 3 2 8 9 ①

総括責任者と業務責任者は

兼務することは可能です

か。または、総括責任者を

別に定める時は非常駐でも

よろしいでしょうか。 

番号４５、４６への回答を

参照してください。 

50 ① 
その他留意

事項 
11 3 2 8 9 ①

総括責任者と業務責任者の

兼務は可能でしょうか。ま

た、業務責任者が複数業務

の責任者を兼務することは

可能でしょうか。 

番号４５、４６への回答を

参照してください。 

51 ① 業務責任者 11 3 2 8 9 ①

各維持管理業務に業務責任

者を定めるとありますが、

これは第３章２（１）選定

事業者の業務範囲で定義さ

れている建物保守管理業

務、建築設備保守管理業

務、外構施設保守管理業

務、清掃業務、警備業務の

５業務毎という理解でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号

４５、４６への回答を参照

してください。 

52 ① 業務責任者 11 3 2 8 9 ①

各維持管理業務に業務責任

者を定めるとありますが、

一人の業務責任者が複数の

業務責任者を兼任すること

は可能でしょうか。 

番号４５、４６への回答を

参照してください。 

53 ① 
業務の対象

範囲 
12 3 3 1  

建物保守業務で入室する際

に特別な資格、講習、申請

ご理解のとおりです。な

お、現段階では、建物保守
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・許可の必要な室がありま

したら、【別表１部屋別仕

様一覧】等にて明確にご提

示頂けるとの理解でよろし

いでしょうか。 

管理業務において、通常必

要となる以外の特別な資格

・講習、申請・許可が必要

となる部屋は含めないもの

とする予定です。なお、詳

細については、【別表１

部屋別仕様一覧】において

提示しますので、留意して

ください。 

54 ① 

建物保守管

理業務の要

求水準 

12 3 3 3 1 

“すべての諸室が正常な状

態に維持する。”とありま

すが、ここでいう“すべて

”とは、（１）に示された

業務の対象範囲に係るすべ

ての諸室と理解してよろし

いでしょうか。（貴大学が

本事業とは別途に建物保守

管理業務を実施する諸室は

除くとの理解です。） 

建物保守管理業務の対象

は、すべての部屋及び部位

が対象となります。なお、

詳細については、【別表１

部屋別仕様一覧】において

提示しますので、留意して

ください。 

55 ① 要求水準 12 3 3 3 1 

「操作記録を保存し、検査

と説明に使用できるように

する。」とありますが、

「操作記録」とは、「日常

・定期・臨時」の「点検記

録」を指すと考えてよろし

いでしょうか。 

当該「操作記録」を「点検

及び修繕等記録」に変更し

ます。 

56 ① 要求水準 13 3 3 3  

「主な業務の頻度等」に記

載されている「建築年次定

期点検」と「建築診断業

務」の内容の差異をご教示

願います。「建築年次定期

点検」が建築基準法に基づ

くものである場合、「建築

診断業務」の内容をご教示

願います。 

ここでの「建築診断業務」

は「建築基準法第１２条報

告業務」（いわゆる「定期

報告」）のことであり、

「建築年次定期点検」は

「定期報告」には含まれな

いが、要求水準を満たすた

めに必要となる点検を含む

ものとします。 

57 ① 
主な業務の

頻度等 
13 3 3 3  

「主な業務の頻度等」とい

う表に、「建築年次定期点

検」とありますが、具体的

にはどのような点検を想定

されているのか、ご教示く

ださい。 

番号５６への回答を参照し

てください。 

58 ① 
主な業務の

頻度等 
13 3 3 3  

「主な業務の頻度等」とい

う表に、「自動ドア定期点

検」とあり１回／月の頻度

を設定されています。メー

カーや専門業者による定期

点検とすると頻度が通常の

大学は、法定点検以上の頻

度での実施を想定していま

したが、法定点検どおりの

実施回数でも構わないもの

とします。ただし、大学と

しては、従来の方法に加え
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ビルと比較して多いと考え

ますが、頻度の設定に特段

の理由があるのでしょう

か。 

て、独自の創意・工夫のあ

る提案を期待しています。 

59 ① 
建築診断業

務 
13 3 3 3  

主な業務の頻度等として、

建築診断業務（建築基準法

第１２条報告業務）は１回

／年と記載されています

が、京都市の定期報告制度

によれば「建築物は１回／

３年、建築設備は１回／

年」と定められています。

本事業では京都市にて定め

られた項目・頻度にて建築

診断（定期報告）業務を行

うとしてよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。番号

５６、５８への回答を参照

してください。 

60 ① 
主な業務の

頻度等 
13 3 3 3  

「主な業務の頻度等」とい

う表に、「建築診断業務

（建築基準法第１２条報告

業務）」とあり１回／年の

頻度を設定されています。

建築基準法第１２条に基づ

く建物に関する調査と特定

行政庁への報告を指すと考

えてよろしいでしょうか。

特定行政庁へ報告を要する

頻度より高い頻度となって

いると思料しますが、特段

の理由があるのでしょう

か。 

番号５６、５８への回答を

参照してください。 

61 ① 
建物保守管

理業務 
13 3 3 3  ※

特記がないかぎり、動物施

設内の建物保守管理業務は

事業外との理解でよろしい

でしょうか。 

番号５４への回答を参照し

てください。なお、要求水

準書（案）に記載のある

「主な業務の頻度等」の特

記については、入札説明書

等と同時に、加筆・修正し

て提示します。 

62 ① 
動物施設の

定義 
13 3 3 3  ※

動物施設の定義についてご

教示ください。 

飼育室や実験室等の専有部

分及び当該場所に付属する

廊下等の共用部を指しま

す。なお、詳細について

は、【別表１ 部屋別仕様

一覧】において提示します

ので、留意してください。 

63 ① 環境測定 13 3 3 3 2 ②
業務水準において「空気環

境、水質は法令に定められ

本事業における「空気環境

測定・水質検査」は「建物
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た基準等を遵守する。」と

ありますが、１６頁第３章

４（３）主な業務の頻度等

において空気環境測定・飲

料水水質検査等が項目に含

まれております。本事業に

おいて空気環境測定・水質

検査は建物保守管理業務と

建築設備保守管理業務のど

ちらに含まれるのでしょう

か。 

保守管理業務」に含めるも

のとし、当該箇所を修正し

ます。 

64 ① 害虫駆除 13 3 3 3 3 

業務水準に害虫駆除が含ま

れておりますが、１９頁第

３章６（４）主な業務の頻

度等において「衛生害虫駆

除【調査・施工・効果判

定】が含まれております。

本事業において害虫駆除は

建物保守管理業務と清掃業

務のどちらに含まれるので

しょうか。 

本事業における「害虫駆

除」は「建物保守管理業

務」に含めるものとし、当

該箇所を修正します。 

65 ① 
業務の対象

範囲 
13 3 4 1  

建築設備保守業務で入室す

る際に特別な資格、講習、

申請・許可の必要な室があ

る場合、【別表１部屋別仕

様一覧】等にて明確にご提

示頂けるとの理解でよろし

いでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号

５３への回答を参照してく

ださい。ただし「建物保守

管理業務」を「建築設備保

守管理業務」に読み替えて

ください。 

66 ① 

建築設備保

守管理業務

の要求水準 

14 3 4 3  

本項の表に“すべての”と

いう記載が多くあります

が、ここでいう“すべて”

とは、（１）に示された業

務の対象範囲に係るすべて

の設備と理解してよろしい

でしょうか。（貴大学が本

事業とは別途に建築設備保

守管理業務を実施する設備

は除くとの理解です。） 

ご理解のとおりですが、建

築設備保守管理業務の対象

は、特殊な設備機器等及び

部位を除き、その他すべて

の設備機器等及び部位が対

象となります。なお、詳細

については、【別表１ 部

屋別仕様一覧】において提

示しますので、留意してく

ださい。 

67 ① 要求水準 14 3 4 3  

「操作記録を保存し、検査

と説明に使用できるように

する。」とありますが、

「操作記録」とは、１６頁

（４）の「設備管理台帳

（点検記録）」を指すと考

えてよろしいでしょうか。 

当該「操作記録」を「運転

監視、点検及び修繕等記

録」に変更し、「設備管理

台帳」を含むものとしま

す。 

68 ① 
特殊排水、

特殊ガス 
14 3 4 3 2 

②

③

②に“特殊排水を含む”、

③に“特殊ガスを含む”と

入札説明書等と同時に提示

します。 
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ありますが、ここでいう特

殊排水や特殊ガスには、ど

のようなものがあるのでし

ょうか。ご教示ください。 

69 ① 排水とごみ 14 3 4 3 2 ②

実験排水モニター監視設備

が異常を検知した場合の、

事業者の対応範囲をご教示

ください。 

番号２６への回答を参照し

てください。 

70 ① 
主な業務の

頻度等 
15 3 4 3  

動物施設内の業務につい

て、業務実施時間の指定は

ありますでしょうか。ま

た、特別な入退室手順を要

する部屋はありますか。 

現段階では、特定の業務実

施時間や特別な入退室手順

を想定していません。な

お、動物実験関連施設の維

持管理業務は、限定的な内

容とするとともに、その実

施に当たっては、業務実施

時間や入退室手順につい

て、大学と選定事業者で協

議するものとします。な

お、詳細については、【別

表１ 部屋別仕様一覧】に

おいて提示しますので、留

意してください。 

71 ① 
主な業務の

頻度等 
15 3 4 3  

作業を行うに当たって、作

業時間の指定や職員の方の

立ち合いが必要な部屋はあ

りますでしょうか。 

原則として、本施設の廊下

・階段及び各階共通部分並

びにリフレッシュスペース

・講義室・会議室及び不特

定の者が入れ替わり利用す

る部分並びに外構部分につ

いては、大学の業務に支障

のない時間帯で作業を実施

するものとし、職員の立会

いは不要とします。また、

原則として、本施設の研究

室・実験室・事務室・プロ

ジェクト研究等スペース及

び特定の者が継続的に利用

（入居）する部分について

は、大学の承諾を得た時間

帯で作業を実施するものと

し、職員の立会いを必要と

します。具体的には、【別

表１ 部屋別仕様一覧】に

おいて提示する。なお、清

掃作業は大学の業務に支障

のない時間帯に行うものと

します。 

72 ① 受変電設備 15 3 4 3  電気主任技術者は事業者側 電気主任技術者は、大学側
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月次定期点

検 

で選任するのでしょうか。 で選任します。 

73 ① 

受変電設備

月次定期点

検 

15 3 4 3  

現在京都大学吉田キャンパ

ス構内建物の研究室・実験

室・動物舎などを行ってる

施設において、受変電設備

点検時の年次点検時（停電

点検）は、行っているので

しょうか。その場合は、平

日・日祝日・夜間など現在

の状況を教えてください。 

土・日・祝日（休日）の昼

間に実施しています。 

74 ① 
緊急用シャ

ワー設備 
15 3 4 3 2 ⑨

緊急用シャワー設備とは、

どのような設備でどのよう

な用途で設置されるのかに

ついて、ご教示ください。 

実験で化学薬品等を浴びた

場合に、緊急にその薬品を

洗い流すための設備です。

詳細については、実施設計

図書を参照してください。 

75 ① 

付帯設備の

保守点検頻

度 

15 3 4 3 2 ⑩

付帯設備とは①～⑨を除く

すべての設備を指すものと

思料しますが、関係法令等

に規定される保守点検頻度

が年１回を超える場合であ

っても、年１回以上の頻度

で保守点検しなければなら

ないと理解してよろしいで

しょうか。 

番号５８への回答を参照し

てください。 

76 ① 

運転・監視

・巡視業務

水準 

15 3 4 3 4 

運転監視の時間が記載され

ていますが、この時間帯は

監視者が現地に常駐すると

いう意味でしょうか。仮に

常駐とした場合、監視室へ

常時１名が張り付くことに

なるのか（休憩取得の可

否）また急な欠勤日の代替

要員配置の必要性につきご

教示願います。 

番号２６、４６への回答を

参照してください。ただ

し、当該業務時間及び休務

日の規定に係わらず、１年

３６５日２４時間にわたっ

て、異常の有無を機械警備

等により常時監視するとと

もに、非常時・緊急時及び

災害時の一次対応について

実施する必要があります。

なお、当該一次対応は、機

械警備会社が対応するもの

でもよいものとします。 

77 ① 

運転・監視

・巡視業務

水準 

15 3 4 3 4 

運転監視時間外（深夜早朝

や土日祝日）に設備異常が

生じた場合の事業者に求め

られる対応方法及び対応内

容のレベル（異常信号の停

止、当日中の復旧等）につ

き、ご教示願います。 

番号７６への回答を参照し

てください。 

78 ① 
運転・監視

・巡視 
15 3 4 3 4 

平日の１９時以降翌８時ま

でや土日祝年末年始等の原

番号７６への回答を参照し

てください。 



 (１８)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

則として運転監視を要しな

い時間帯に設備の異常が発

生した場合や運転操作が必

要となった場合は、大学側

で実施されるのでしょう

か。或いは、事業者側で対

応を行った場合、別途に費

用を請求できるのでしょう

か。 

79 ① 
運転・監視

・巡視 
15 3 4 3 4 

平日の８：００～１９：０

０以外の時間帯は、運転監

視のために大学に常駐する

必要はないと考えてよろし

いでしょうか。 

番号７６への回答を参照し

てください。 

80 ① 

運転・監視

・巡視業務

範囲 

15 3 4 3 4 

教授や学生への鍵の貸し出

し、引越し対応、引越しの

ための事前内覧対応、拾得

物管理等、本施設の運営業

務に関わる部分は、貴学に

て実施されるとの理解でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、施設使用者（入居者）

への施設・設備・備品等の

取扱説明書（留意事項とと

もに非常時の対応等を含

む。）等の作成及び提供を

お願いします。 

81 ① 
主な業務の

頻度 
16 3 4 3  

ＧＨＰ設備月次点検の点検

頻度が１回／年になってお

りますが、定期点検ではな

いでしょうか。または月次

点検（１回／月）でしょう

か。ご教示下さい。 

「ＧＨＰ設備月次点検」の

頻度を「１回／月」と修正

します。 

82 ① 
ＧＨＰ設備

月次点検 
16 3 4 3  

「ＧＨＰ設備月次点検」の

頻度は、「１回／月」の誤

りでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

83 ① 

ドラフトチ

ャンバー定

期点検 

16 3 4 3  

教授側で持ち込んだ機器に

ついては、業務対象外との

理解でよろしいでしょう

か。（その他実験用設備も

同様） 

ご理解のとおりです。 

84 ① 
空気環境測

定 
16 3 4 3  

頻度が月１回となっており

ますが、建築物における衛

生的環境の確保に関する法

律に基づく作業頻度は２ヶ

月に１回であると思われま

す。月１回実施する必要が

あるのでしょうか。 

番号５８への回答を参照し

てください。 

85 ① 
飲料水水質

検査 
16 3 4 3  

「飲料水水質検査１５項目

【１０項目】及び消毒副生

成物１２項目」と「飲料水

水質検査【１】【２】」は

関係法令（建築物におけ

る衛生的環境の確保に関す

る法律）に基づく水質検査

です。「飲料水水質検査１
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いずれも同頻度ですが、ど

のような内容の差異がある

のでしょうか。また「飲料

水水質検査【１】」と「飲

料水水質検査【２】」には

どのような違いがあるので

しょうか。 

５項目【１０項目】」は６

か月以内に１回、「消毒副

生成物１２項目」は１年以

内に１回（６月１日～９月

３０日）、「飲料水水質検

査【１】」は４項目（残留

塩素、色度、濁度、臭気）

を７日以内ごとに１回、実

施するものとします。ま

た 、 「 飲 料 水 水 質 検 査

【２】」は実施しない（削

除する）ものとします。 

86 ① 
飲料水水質

検査 
16 3 4 3  

頻度が月１回となっており

ますが、建築物における衛

生的環境の確保に関する法

律に基づく作業頻度は年１

回であると思われます。月

１回実施する必要があるの

でしょうか。 

番号８５への回答を参照し

てください。 

87 ① 
飲料水水質

検査 
16 3 4 3  

飲料水水質検査【１】、飲

料水水質検査【２】とは、

具体的にどのような検査項

目なのでしょうか。 

番号８５への回答を参照し

てください。 

88 ① 
飲料水水質

検査 
16 3 4 3  

飲料水水質検査の【１】

【２】の検査項目を開示し

て下さい。 

番号８５への回答を参照し

てください。 

89 ① 
ＧＨＰ設備

月次点検 
16 3 4 3  

「月次点検」と記載があり

ますが、頻度は１回／年と

なっております。どちらが

正しいのでしょうか。 

番号８１への回答を参照し

てください。 

90 ① 
共用部照明

換球 
16 3 4 3  

専用部においては管球の交

換、納品（施設管理担当者

から支給されて、球切れ箇

所への納品）、ごみ置き場

までの運搬等、事業者が行

う業務は無いとの理解でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおり、管球の交

換 （ 現 場 へ の 納 品 を 含

む。）及び廃棄物の収集・

集積については、原則とし

て、本施設の廊下・階段及

び各階共通部分並びにリフ

レッシュスペース・講義室

・会議室及び不特定の者が

入れ替わり利用する部分並

びに外構部分を対象とし、

本施設の研究室・実験室・

事務室・プロジェクト研究

等スペース及び特定の者が

継続的に利用（入居）する

部分については対象としな

いものとします。ただし、

消防設備法定点検、照度測
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定等、本施設の研究室・実

験室・事務室・プロジェク

ト研究等スペース及び特定

の者が継続的に利用（入

居）する部分についても対

象とする建築設備保守管理

業務が多数あることに留意

してください。なお、詳細

については、【別表１ 部

屋別仕様一覧】において提

示しますので、留意してく

ださい。 

91 ① 
共用部照明

換球 
16 3 4 3  

「随時」とありますが、平

日の８：００～１９：００

の間で随時と理解すればよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、大

学の業務（講義、会議等を

含む。）に支障のない時間

帯で作業を実施するものと

します。 

92 ① 
警報・防犯

設備監視 
16 3 4 3  

「随時」とありますが、平

日の８：００～１９：００

の間で随時と理解すればよ

ろしいでしょうか。 

番号７６への回答を参照し

てください。 

93 ① 
建築設備保

守管理業務 
16 3 4 3  ※

特記がないかぎり、動物施

設内の建築設備保守管理業

務は事業外との理解でよろ

しいでしょうか。 

番号６６への回答を参照し

てください。 

94 ① 
業務の対象

範囲 
18 3 6 1 3 

清掃業務の対象の中で入室

する際に特別な資格、講

習、申請・許可の必要な室

がある場合、【別表１部屋

別仕様一覧】等にて明確に

ご提示頂けるとの理解でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号

５３への回答を参照してく

ださい。ただし「建物保守

管理業務」を「清掃業務」

に読み替えてください。 

95 ① 作業時間帯 18 3 6 1 3 

大学の業務に支障のない時

間帯とありますが、日常清

掃は原則的に平日の８：０

０～１９：００の間で業務

実施が可能であると考えて

よろしいでしょうか。床ワ

ックス塗布等の定期清掃は

休日や平日夜間に実施する

必要があると考えればよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、大

学との協議が必要となりま

す。なお、番号３１への回

答を参照してください。 

96 ① 清掃業務 18 3 6 1 3 

「清掃作業は大学の業務に

支障のない時間帯に行うこ

と。」とありますが、事務

室で勤務する大学職員の執

務時間及び学生の授業時間

ご質問の時間帯は、以下の

とおりです。 

・大学職員の執務時間 

８：３０～１７：１５ 

・学生の授業時間 



 (２１)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

帯を教えて下さい。 ９：００～１８：００ 

97 ① 業務の実施 18 3 6 2 1 ③

臨時清掃とはどのような意

味合いでしょうか。例え

ば、清掃業務が１５時で終

了する計画とした場合であ

っても、１７時に発生した

汚れに対し、貴学からの指

示で清掃を行う場合がある

ということでしょうか。 

ご質問のように極端（短時

間で繰り返すよう）な事例

は想定していませんが、日

常清掃や定期清掃を実施し

ても、施設の利用等にとっ

て著しい汚れ等が生じた場

合には、臨時に対応する必

要が生じるという意味であ

り、このことについて選定

事業者の積極的な提案を期

待しています。なお、大学

が提示している頻度は、大

学の想定であり、同等以上

の品質が確保されるなら

ば、選定事業者の提案によ

るものとしており、いわゆ

る仕様（頻度）よりも性能

（品質）を重視するものと

します。 

98 ① 
ゴ ミ の 収

集、集積 
18 3 6 3 3 

“廃薬品、実験廃棄物等は

除く”とあることから、廃

薬品や実験廃棄物等の収集

及び集積は本事業の業務範

囲には含まれず、貴大学の

負担で実施されるものと理

解してよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

99 ① 
衛生消耗品

の補充 
18 3 6 4  

“衛生消耗品の補充”とあ

りますが、ｐ１０に衛生消

耗品は適宜、大学から支給

するとあることから、選定

事業者はその充填ないしは

交換をすれば足りると理解

してよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、当該充填には、納品の

状況等によって「小運搬」

が含まれる場合がありま

す。 

100 ① 建物清掃 18 3 6 4  

ゴミ箱、汚物容器、厨芥入

れは貴学にて設置されるの

でしょうか。その場合、そ

れぞれ何個程度の設置を検

討しているかご教示願いま

す。 

当該施設備品の設置者につ

いては、番号３８への回答

を参照してください。な

お、大学が設置する施設備

品について、現段階では、

その設置場所及び個数等は

未定ですので、実施設計図

書を参考とし、適正と考え

られる設置場所及び個数等

を想定してください。大学

が設置する施設備品の設置

場所及び個数等の提案（設



 (２２)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

置は大学負担）も期待して

います。 

101 ① ガラス清掃 19 3 6 4  

ガラス清掃は丸環対応でし

ょうか。あるいはバルコニ

ーが設置されている等で特

に専用器具を用いずに対応

できる設計なのでしょう

か。 

大半は、メカニカルバルコ

ニー等から清掃できます

が、一部についてはこの限

りではありません。詳細に

ついては、実施設計図書を

参照してください。 

102 ① 
ガラス（内

外）の清掃 
19 3 6 4  

ガラスの内側を清掃する場

所は６（１）３）清掃業務

の対象範囲のみでよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおりとし、対象

範囲内と対象範囲外の間

（あいだ）に設置されるガ

ラスは、対象範囲内のガラ

ス面のみを対象とし、外部

に面するガラス面は、すべ

てを対象とします。なお、

詳細については、【別表１

部屋別仕様一覧】において

提示しますので、留意して

ください。 

103 ① 
主な業務の

頻度等 
19 3 6 4  

トイレなどの清掃頻度が、

３回／週とあります。清掃

作業を実施してから次の清

掃までの間に発生する汚れ

は、許容して頂けると理解

して宜しいでしょうか。 

原則として、ご理解のとお

りですが、施設の利用等に

とって著しい汚れ等が生じ

た場合には、臨時の対応を

期待しています。なお、番

号９７への回答を参照して

ください。 

104 ① 除塵マット 19 3 6 4  

マットの交換を月１回行う

とありますが、マットを設

置する場所及び大きさ、枚

数は事業者の提案によるの

でしょうか。 

マットの設置（調達を含

む。）及び交換等は選定事

業者の業務の範囲とし、設

置場所については、建物出

入口、事務室出入口、大講

義室出入口等を想定してい

ますが、具体的な設置場所

及びマットの大きさや枚数

等については、選定事業者

の提案によるものとしま

す。 

105 ① 

部分洗浄・

ワックス補

修 

19 3 6 4  

業務の実施回数は事業者の

提案によるものと考えてよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。な

お、番号９７への回答を参

照してください。 

106 ① 
外装ガラス

清掃 
19 3 6 4  

動物施設内を含むとありま

すが、施設の内部のガラス

は対象外で、外に面したガ

ラスの外側のみ清掃すれば

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号

１０２への回答を参照して

ください。 

107 ① 衛生害虫駆 19 3 6 4  衛生害虫駆除とあります 番号６４への回答を参照し



 (２３)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

除 が、建物保守管理業務にも

害虫駆除とあります。当該

業務はどちらの業務に属す

ると考えればよろしいでし

ょうか。 

てください。 

108 ① 

衛生害虫駆

除【調査・

施工・効果

判定】 

19 3 6 4  

害虫駆除を行う対象範囲・

部位・エリアなどを明確に

開示して下さい。 

建築物における衛生的環境

の確保に関する法律の基準

に基づいて実施するものと

します。なお、対象範囲・

部位・エリア等について

は、要求水準書で提示しま

す。 

109 ① 消毒用品 19 3 6 4 3 ②

消毒用品とは具体的にどの

ような物なのかご提示下さ

い。 

手の消毒にもちいるアルコ

ール等を想定します。 

110 ① 清掃業務 20 3 6 4  ※

特記がないかぎり、動物施

設内の清掃業務は事業外と

の理解でよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

111 ① 

廃棄物の収

集・運搬・

処分につい

て 

20 3 6 8  

廃棄物の収集・運搬及び処

分は、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」によ

り、大学が許可業者との直

接契約により行う必要があ

ります。したがって、事業

者が行う業務は、特殊な廃

液等を除く一般廃棄物のみ

を１階のゴミ置場まで運搬

・集積することのみと考え

てよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。選定

事業者は、ホール・廊下・

階段・リフレッシュスペー

ス及び各階共通部分並びに

講堂・講義室・セミナー室

・会議室及び不特定の者が

入れ替わり利用する部分の

ゴミ（特殊な廃液等を除

き、各階のゴミ置場のゴミ

を含む。）を収集し、１階

のゴミ置場まで運搬・集積

するものとします。なお、

詳細については、【別表１

部屋別仕様一覧】において

提示しますので、留意して

ください。 

112 ① 
廃棄物の収

集・集積 
20 3 6 8  

廃棄物管理責任者の選任が

必要になることが想定され

ますが、大学側で選任され

るとの理解でよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

113 ① 
廃棄物の収

集・集積 
20 3 6 8  

付帯事業により発生する廃

棄物の処理（費用負担、運

搬方法等）について、ご教

示ください。 

付帯事業により発生する廃

棄物は、本事業の廃棄物の

収集・集積業務とは区分

し、本事業のサービス購入

費に含めず、選定事業者の

直接の負担（外部への最終

処理等を含む。）としま



 (２４)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

す。また、当該廃棄物の処

理等の方法は、適法で、か

つ、選定事業者の判断によ

るものとします。 

114 ① 廃棄物処理 20 3 6 8 1 ③

実験排水槽から生じる汚泥

（産業廃棄物）の処理契約

も貴学にて締結いただける

のでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

115 ① 
廃棄物の収

集・集積 
20 3 6 8 2 

“①学生及び教職員は、実

験・研究から発生する特殊

な廃液等の処理を自らの責

任で行うとともに・・・利

用（入居）する部分のゴミ

（特殊な廃液等を除く。）

を１階のゴミ置場まで運搬

・集積する。”また“②選

定事業者は・・・不特定の

者が入れ替わり利用する部

分のゴミ（特殊な廃液等を

のぞき・・・）”とありま

す。この特殊な廃液の処理

に関しては本事業の業務範

囲に含まれず、貴大学が別

発注を予定されている専門

の業者が実施するとの認識

でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおり、実験・研

究から発生する特殊な廃液

等の処理については、大学

側で実施します。 

116 ① 
廃棄物の収

集・集積 
20 3 6 8 2 

特殊な廃液等の処理に関し

て、本事業の業務範囲には

含まれないとした場合、万

一、特殊な廃液等の漏出

等、当該廃液の処理で問題

が発生した場合は、貴大学

の責任及び負担にて措置さ

れると考えてよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりですが、当

該廃液処理での問題が、選

定事業者の施設整備業務

（例えば、本施設の瑕疵

等）及び維持管理業務（例

えば、錯誤による一般ゴミ

への混入）に起因する場合

には、この限りではありま

せん。 

117 ① 
廃棄物の収

集・集積 
20 3 6 8 2 ①

学生及び教職員が運搬・集

積したゴミの事業者による

再分別は必要ないと考えて

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

118 ① 
廃棄物の運

搬 
20 3 6 8 2 ①

「学生及び教職員は、・・

・１階のゴミ置場まで運搬

・集積する。」とあります

が、各自が分別して運搬も

しくはゴミ置場で分別する

という理解でよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

119 ① 薬学部総合 21 3 7 1 2 現在のセキュリティ計画を 扉及び窓等の開口部から当



 (２５)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

研究棟・薬

学部本館の

警備業務 

開示していただけないでし

ょうか。 

該部屋への不正な侵入を防

止（警戒）するセキュリテ

ィ・レベルを想定していま

す。 

120 ① 
警備業務の

対象範囲 
21 3 7 1 2 

事務室２部屋、管理室１部

屋の警備とありますが、警

備方式にご指定はあります

でしょうか。どの程度のセ

キュリティレベルを想定さ

れているのかご教示くださ

い。 

警備方式に特段の指定はあ

りません。なお、セキュリ

ティ・レベルについては、

番号１１９への回答を参照

してください。 

121 ① 
警備業務の

対象範囲 
21 3 7 1 2 

事務室２部屋、管理室１部

屋以外の室は、個別に警備

を行う必要はないと理解し

て宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

122 ① 
事業者用の

事務室 
21 3 7 3  

事業者が業務で使用する事

務室などについては、無償

で対応していただけるとの

理解でよろしいでしょう

か。 

番号３４への回答を参照し

てください。 

123 ① 
警備業務の

業務内容 
21 3 7 4  

“警備担当員は、監視設備

により常時監視し・・・”

とありますが（３）には“

常駐の必要はない”と記載

されています。監視設備に

よる常時監視は、遠隔監視

装置等を用い警備会社の監

視センターなどで常時監視

可能であれば、警備員を常

駐させる必要がないとの認

識でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号

２６、２８、６９、７６へ

の回答を参照してくださ

い。 

124 ① 業務内容 21 3 7 4 2 

「・・・、適切な応急措置

を行う」とあります。維持

管理業務の実施時間は「原

則として、平日８：００～

１９：００までとし、土曜

・日曜・祝日及び１２月２

９日～１月３日を除く」

（第３章－２－（７）－

２））であり、業務実施時

間外の上記対応は、警備業

務を担当する機械警備会社

が対応することが要求水準

との理解でよろしいでしょ

うか。 

番号２６、２８、６９、７

６への回答を参照してくだ

さい。 

125 ① 業務内容 21 3 7 4 2 
機械警備会社が設備異常も

受信する場合、設備異常に

番号２６、２８、６９、７

６への回答を参照してくだ



 (２６)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

ついても現場に急行を行う

のでしょうか。あるいは貴

学の指定連絡先に連絡を行

えば足りるのでしょうか。 

さい。 

126 ① 業務内容 21 3 7 4 2 

異常信号受信時（火災・防

犯また必要であれば設備異

常）に現場に急行するの

は、機械警備会社のみで足

り、維持管理を行う事業者

はその必要がないのでしょ

うか。 

原則として、ご理解のとお

りですが、当該事情（状

況）によっては、維持管理

に当たる者が、（多少の遅

れはやむを得ないとして

も）現場への急行・確認の

上、取り得る適切な応急の

処置を実施することを期待

します。番号２６、２８、

６９、７６への回答を参照

してください。 

127 ① 業務内容 21 3 7 4 3 

「・・・、状況の把握と初

期措置をとること」とあり

ます。維持管理業務の実施

時間は「原則として、平日

８：００～１９：００まで

とし、土曜・日曜・祝日及

び１２月２９日～１月３日

を除く」（第３章－２－

（７）－２））であり、業

務実施時間外の上記対応

は、警備業務を担当する機

械警備会社が対応すること

が要求水準との理解でよろ

しいでしょうか。 

番号２６、２８、６９、７

６への回答を参照してくだ

さい。 

128 ① 付帯事業 22 4    

付帯事業者より希望があれ

ば、大学ウェブサイト内ア

クセスマップ等にて一般や

広く学内への告知をして頂

けるとの理解でよろしいで

しょうか。 

現段階では、ご質問にある

ような対応は難しいと思わ

れますが、大学は、可能な

範囲で協力するものとしま

す。 

129 ① 
付帯事業の

目的 
22 4 1   

付帯事業の実施内容につい

て、大学が採用を認める基

準、実施を期待する事業、

実施を認めない事業等があ

ればご教示ください。 

入札説明書の添付資料「付

帯事業提案要領」（実施方

針の添付資料３「付帯事業

の概要（案）」と大きくは

変わりません。ただし、入

札参加希望者の質問・意見

等に基づき「大学から本施

設の一時貸付を受ける付帯

事業」、「大学から本施設

の長期貸付及び一時貸付を

受けない付帯事業」を追加

する予定です。）を参照し



 (２７)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

てください。なお、当該要

領においては、詳細な事項

までを規定することなく、

付帯事業提案、個別対話、

付帯事業提案（改定）、付

帯事業提案（採否）を通じ

て定めるものとしますの

で、積極的な提案を期待す

るところです。 

130 ① 
付帯事業の

目的 
22 4 1   

大学が独自に実施する同種

の福利厚生に関する事業が

あればご教示ください。

（自動販売機の設置等） 

現段階では、本施設におい

て同種の福利厚生に関する

事業計画（自動販売機の設

置等を含む。）の予定はあ

りません。 

131 ① 
付帯事業の

実施 
22 4 2 2 2 

一時貸付の定義についてご

教示ください。例えば、週

１回実施する付帯事業を事

業期間中行う場合は、一時

貸付との理解でよろしいで

しょうか。 

長期貸付とは、特定の場所

を継続的に（事業期間にわ

たって）占有できるもので

あり、一時貸付とは、特定

の場所を日・時を限って使

用できるものです。どちら

を選択するかは、選定事業

者の提案によるものとしま

す。ただし、番号６番への

回答を参照してください。 

132 ① 
付帯事業の

変更 
23 4 2 4  

事業期間の途中で付帯事業

を中止することはできない

とありますが、例えば貴学

都合によるキャンパス移転

による利用者数減や大規模

修繕に伴う本施設の一時停

止、利用可能時間の減少等

による中止も認められない

のでしょうか。提案時と前

提が異なった場合の取扱に

つきご教示願います。 

ご質問のような状況は想定

していませんが、万が一、

キャンパス移転による利用

者数の減少、大規模修繕に

伴う本施設の一時停止、利

用可能時間の減少等に関す

る対応等については、その

時点での個別事情に基づ

き、大学と選定事業者で協

議するものとします。 

133 ① 
付帯事業の

変更 
23 4 2 4  

“提案した付帯事業は、事

業期間の途中で中止するこ

とはできないものとする。

”とありますが、一時貸付

を受ける付帯事業や一時貸

付を受けない付帯事業は、

年間を通じて毎年特定の時

期に一定期間実施すること

を想定されているのでしょ

うか。（維持管理期間の開

始後、利用者ニーズ調査を

行い、選定事業者が採算性

（停止）条件付きの実施を

前提とした一時貸付を受け

る付帯事業、長期貸付及び

一時貸付を受けない付帯事

業にかかる付帯事業提案も

受け付けるものとします。

なお、（停止）条件付きの

実施を前提とした付帯事業

提案を受け、大学が採用を

認めた場合であっても、確

実な実施が担保されないた

め、評価の対象にはならな



 (２８)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

の確保が可能と判断すれ

ば、一定期間後：数年後に

導入実施するような提案は

認められないのでしょう

か。） 

いものと考えます。 

134 ① 
付帯事業の

変更 
23 4 2 4  

「付帯事業の開始（本施設

の供用開始）から２年を経

過した以降（３年目以降）

であれば、以下の条件を満

たしていると大学が認める

場合にあっては、付帯事業

の実施内容等の変更につい

て、大学と協議できるもの

とする。」とありますが、

貸付面積の変更や貸付方法

（長期・一時）についても

協議対象であるとの理解で

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、当

該条件を満たしていると大

学が認める場合に限るもの

とします。 

135 ① 
付帯事業の

変更 
23 4 2 4  

要求水準書では付帯事業に

つき追加の要求事項がある

のでしょうか。「入札説明

書（主に要求水準書）を満

たしていること」とありま

すが、要求水準書（案）で

は、付帯事業について満た

すべき水準が特に記載され

ていないと思料します。 

番号１２９への回答を参照

してください。 

136 ① 
付帯事業の

事業期間 
23 4 2 5  

付帯事業の運営開始は平成

２８年７月１日からとなり

ますが、在館者数等の状況

に応じて開始期日の変更に

ついては、柔軟に対応頂け

ると理解してよろしいでし

ょうか。 

付帯事業の運営開始の日は

平成２８年７月１日となり

ますが、施設使用者の入居

（引越）状況等により在館

者数等が大きく未達となる

期間に限って、運営開始の

日を遅らせること、運営開

始時の規模を縮小すること

などについては、大学と選

定事業者の協議によるもの

とします。 

137 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

事業期間を通じて貸付料の

変更は無いのでしょうか。

例えば、事業者の要請に基

づく付帯事業不振時の減額

要請や貴学都合による値上

げ等が発生することはない

のでしょうか。 

貸付料は、運営期間を通じ

て固定するものとします。

ただし、消費税及び地方消

費税の税率改正がなされた

場合にあっては、この限り

ではありません。なお、現

在提示の貸付料は、消費税

及び地方消費税の税率８％

で設定しています。 



 (２９)

番号 書類 質問項目 頁 章 1 (1) 1) ① 質 問 回 答 

138 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

“大学から本施設の長期貸

付を受ける場合の貸付料

は、２１，０００円／年・

㎡（消費税及び地方消費税

を含む。）”とあります

が、「実施方針に関する一

般質問回答等」Ｎｏ．３９

では“現在、類似の他施設

では、施設使用料として、

飲食の場合は２１，０００

円／年・㎡程度、物販の場

合は１３，０００円／年・

㎡程度、自動販売機の場合

は１０，０００円／年・㎡

程度としています。”と回

答されています。 

本事業においては、用途に

かかわらず２１，０００円

／年・㎡とするものと決定

されたように思われます

が、なぜ高値である飲食を

想定した使用料に決定され

たのか、ご教示ください。 

本事業における付帯事業

は、その用途（内容）も含

めて、選定事業者の付帯事

業提案（任意・独立採算）

に基づくものであり、大学

が具体的に指定するもので

はないため、施設使用料に

ついても、その用途（内

容）にかかわらず一律２

１，０００円／年・㎡（消

費税及び地方消費税を含

む。）とするところです。 

139 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

選定事業者の提案用途によ

っては、物販や自動販売機

に特定した別の使用料の設

定について、協議に応じて

いただけないでしょうか。 

ご質問のような協議は想定

していません。 

140 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

２１，０００円／年・㎡

（消費税及び地方消費税を

含む。）は今後税率改正が

行われた際も、本事業期間

中は実施方針（添付資料

２）リスク分担表（案）税

制度リスク１０消費税及び

地方消費税の範囲変更及び

税率変更に関するものにお

いて貴大学が負担者になっ

ている事から、本事業契約

終了まで、上記金額にて実

施が出来るものとの認識で

よろしいでしょうか。 

番号１３７への回答を参照

してください。なお、付帯

事業におけるリスク分担表

（案）の考え方は、№６１

によるものとします。 

141 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

長期貸付料：２１，０００

円／年・㎡及び一時貸付使

用料６５０円／時間・㎡に

は、“消費税及び地方消費

税を含む。”とされていま

すが、今後消費税率の改正

番号１３７への回答を参照

してください。なお、付帯

事業におけるリスク分担表

（案）の考え方は、№６１

によるものとします。 



 (３０)
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が行われた際も、実施方針

（添付資料２）リスク分担

表（案）税制度リスク１０

消費税及び地方消費税の範

囲変更及び税率変更に関す

るものが貴大学の負担とな

っていることから、本事業

契約終了まで、上記金額に

変更はないものとの認識で

よろしいでしょうか。 

142 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

「貸付料は、２１，０００

円／年・㎡（消費税及び地

方消費税を含む）」との記

載がありますが、消費税が

１０％になった場合も、貸

付料は変更なしとの理解で

よろしいでしょうか。 

番号１３７への回答を参照

してください。 

143 ① 
付帯事業の

費用等 
23 4 3   

法令変更や物価変動が起こ

った場合でも、貸付料や使

用料は事業期間中の変更は

ないと考えてよろしいでし

ょうか。 

番号１３７への回答を参照

してください。 

144 ① 
長期貸付の

貸付料 
23 4 3   

長期貸付を受ける場合の貸

付料は消費税及び地方消費

税を含む２１，０００円／

㎡となっています。消費税

及び地方消費税が平成２７

年１０月から１０％になる

予定ですが、その時の貸付

料は２２，０００円／㎡

（税込）でしょうか。それ

とも２１，０００円／㎡

（税込）のままでしょう

か。 

番号１３７への回答を参照

してください。 

145 ② その他 - - - - - - -

事業の実施にあたり、特別

目的会社（ＳＰＣ）の設立

が求められていますが、Ｓ

ＰＣの実施体制やＳＰＣに

よる大学への報告内容等は

提案によるとの理解で良い

でしょうか。 

ご質問の趣旨が分かりかね

ますが、入札説明書等に記

載されている必要事項を満

たすのであれば、特段の問

題はありません。 

146 ② その他 - - - - - - -

工事監理業務に従事する管

理技術者及び主任担当技術

者につきましては、施設整

備期間中常駐は不要と考え

てよろしいでしょうか。 

大学の示す要求水準を満た

すものとし、工事監理者の

常駐を求めるものではあり

ません。 

147 ② 維持管理業 9 3 2   維持管理業務の実施にあた 番号７１への回答を参照し



 (３１)
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務の一般事

項 

り、大学の立会が必要な場

所があればお示しくださ

い。 

てください。 

 


